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引き取り手のない不動産への対応について

○ 所有者不明土地など引き取り手のない不動産の増加が社会問題化する中、政府全体として取組

みを推進しており、国有財産行政として可能な対応の検討が必要と考えられる。

○ 財務局が、引き取り手のない不動産を引き受ける場合としては、①所有権放棄、②寄附、

③相続人不存在の場合における清算後の残余財産の国庫帰属といった場合が考えられる。

○ ①は政府内で対応を検討中であり、その結果を踏まえ必要に応じて国有財産行政としての対応を

検討する必要がある。②の寄附については、現状は行政目的のある不動産に限定した運用をしてい

ることから特に検討が必要と考えられる。 ③については法定されているもので既に引き受けて

いるものの、国庫帰属の現状把握に向けた対応について検討が必要と考えられる。

○ また、上記の国庫帰属等により、引き取り手のない不動産を引き受けていくこととなれば、財産的

価値が乏しい不動産のストックが増加し、維持管理に費用を要する財産や売却が困難な財産の増加

が見込まれるため、管理コストの削減や売却促進の方策についても、併せて検討が必要である。



１．不動産の寄附について
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１－１ 不動産の寄附についての現状と課題

（１）寄附を受ける不動産の要件

○ 普通財産は国として使用するものではなく、原則、売却等をすべきものと考えられるため、どのよう

な不動産を寄附を受ける対象とするべきか。

○ 寄附を受けるにあたっては、国民全体の負担となる管理コストの増大防止や所有者が土地の

適切な管理を怠るといったモラルハザードの防止といった観点からの検討が必要ではないか。

（２）寄附の可否の判定プロセス

○ 国として全ての不動産の寄附を受けることは出来ず、管理コスト増大やモラルハザードの防

止等の観点を踏まえ、寄附を受ける対象は一定の制約を設ける必要があることから、寄附の可

否の判定を公平・公正に行うため、プロセスの透明性を確保することが必要ではないか。

課題

○ 寄附については、現状は行政目的のある不動産に限定した運用をしている一方で、金銭での寄附は

受入れた実績がある。

現状



5

１－２ 寄附を受ける不動産の要件についての検討の方向性①

○ 普通財産は国として使用するものではなく、原則、売却等をすべきものであるため能動的に寄附を

受けるのであれば、「一定の資産価値がある」とともに、管理コスト増大防止の観点から「売却等が容

易な不動産である」ことが要件の基本的考え方となるのではないか。

○ モラルハザード防止の観点からは、対象不動産は適切な管理が行われているものであることが必

要ではないか。

○ 寄附をしようとする不動産は様々であり、基本的な要件に加えて周辺環境や社会的メリットがある

かなど、不動産を巡る個別的な事情を考慮して判断することが必要ではないか。

検討の方向性

（１）基本的考え方
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１－２ 寄附を受ける不動産の要件についての検討の方向性②

○ 国は相続税の納付にあたり、金銭納付が困難な場合において、一定の相続財産の物納を認めて

おり、財務局で物納財産を引継ぎ、売却等を行っている。

○ 相続税物納においては、管理処分不適格財産、物納劣後財産の要件が定められ、境界が明らかで

はない土地、管理又は処分を行うために要する費用が過大となると見込まれる不動産、法令の規定

により建物の建築をすることが出来ない土地などが除かれているため、これを寄附を受ける対象とする

「一定の資産価値があり売却等が容易な不動産」についての基本的な要件とすることが出来るのでは

ないか。

○ ただし、相続税は、金銭納付が困難である場合に物納が認められているが、寄附を受けることは自

主的に行うことが可能であるため、相続税物納以上に売却等の容易性を確保する必要があると考えら

れることから、物納の要件以外の要件を加える必要があるのではないか。

＜考えられる要件等＞

・ 管理コスト増大の防止の観点から、建物はマンションのように修繕積立金等の管理費が掛かる場合や土地の資

産価値を超える解体費が必要となるリスクがあることから、建物は寄附の対象から除くこと

・ 用途地域が定められていない地域、建築物の敷地面積が小さい不動産など処分等が容易ではないものを寄附受

けの対象から除くこと

・ 寄附を受けた後に地下埋設物等の瑕疵が見つかった場合には、寄附の撤回が可能となるなどの方策を講じること

検討の方向性

（２）売却等が容易な不動産
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１－２ 寄附を受ける不動産の要件についての検討の方向性③（相続税の物納不適格財産等の例）

相続税法施行令第１８条（抜粋） 相続税法施行規則第２１条（抜粋）

境界が明らかでない土地 ・境界標の設置がされていないことにより他の土地との境界を認識
することができない土地

他の不動産と一体で利用されている不動産
等

・がけ地、面積が著しく狭い土地又は形状が著しく不整形な土地で
これらのみでは使用困難な土地

管理又は処分を行うために要する費用の額
がその収納額と比較して過大となると見込
まれる不動産

・有害物質により汚染されている不動産

・廃棄物を除去しなければ通常の使用ができないものが地下にある
不動産

耐用年数（所得税法の規定に基づいて定め
られている耐用年数をいう。）を経過してい
る建物（通常の使用ができるものを除く。）

―

（参考）管理処分不適格財産・物納劣後財産
○ 管理処分不適格財産（物納に充てることのできない財産）の一例

相続税法施行令第１９条（抜粋）

法令の規定に違反して建築された建物及びその敷地

建築基準法に規定する道路に２ｍ以上接していない土地

都市計画法に規定する市街化区域以外の区域にある土地

法令の規定により建物の建築をすることができない土地

○ 物納劣後財産（他に適当な価額の財産がある場合には物納に充てることのできない財産）の一例
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１－２ 寄附を受ける不動産の要件についての検討の方向性④

○ モラルハザード防止の観点から求める適切な管理については、樹木等が隣地との間で相互に越境し

ていないこと、ごみなどが放置されることなどにより周辺へ悪影響を及ぼしていないことや、第三者によ

る占有などがないことなどの物理的管理の他、不動産について相続登記をはじめとする所有権に関す

る登記を了していることや、固定資産税の未納がないことなども必要ではないか。

検討の方向性

（３）適切な管理が行われている不動産

（４）周辺環境に問題のない不動産

○ 寄附しようとする財産そのものは基本的な要件を満たしていたとしても、崖上や崖下に所在する場合

や、事故その他の事情により正常な取引が行われない可能性のある不動産に隣接する場合など、周

辺の環境も考慮することが必要ではないか。

検討の方向性



9

１－２ 寄附を受ける不動産の要件についての検討の方向性⑤

○ 寄附時は売却等が容易な不動産に要件を満たさないものの、将来的には基準を満たすことが確実

に見込まれる不動産（例えば、都市計画道路の決定、市街地再開発の都市計画決定など地方公共団

体等の公的機関による決定があるもの。）については、実質的に売却等が容易と言えるのではないか。

○ 都市計画道路の決定などがあったとしても、決定から事業実施までには時間を要する場合もあること

から、上記の要件に加えて、売却等までの間、国が保有することにより財産周辺地域にも社会的メリット

の生じる不動産を対象として寄附を受けることとしてはどうか。

社会的メリットについては、地方公共団体の防災計画などの計画内容に即した利用が可能な場合な

どにメリットが生じると考えることが可能ではないか。

（例） 老朽木造住宅等が密集する地域において、国有地として管理することにより売却等までの

間は防災上のメリットが生じる。

検討の方向性

（５）売却等の容易性は劣後するものの国が管理することにより社会的メリットの生じる不動産
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１－２ 寄附を受ける不動産の要件についての検討の方向性⑥（寄付を受ける要件のイメージ）

売却等が容易な不動産

（注）

現在は要件を満たさないも
のの、将来的に要件を満た
すことが確実な不動産で
あって、国が保有することに
より社会的メリットのある不
動産についても対象とする。

○寄附の要件のイメージ（基本的考え方）

適切な管理が行われて
いる不動産

周辺環境に問題のない
不動産

・物納の管理処分不適格
財産、劣後財産に該当
しない不動産

＋
・建物を除く
・建築物の敷地面積が小
さい不動産に該当しな
い不動産

など

・樹木等が隣地に越境
していないこと

・固定資産税が支払わ
れていること

など

崖上、崖下の土地でな
いこと
など
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１－２ 寄附を受ける不動産の要件の検討の方向性⑦

○ 国有地に隣接する土地の寄附を受ける場合は、独立した不動産の寄附を受ける場合とは異なり、

具体的には、

・ 国有地が建築基準法上の接道条件を満たしたり、不整形地が整形になる場合など国有地の

資産価値が高くなり、売却等が容易になる場合があると考えられること

・ 国有地の資産価値が高くならなくても、従来の管理と比べ負担が著しく大きくなるものではなく、

管理処分に支障をきたすものでないと考えられること

から、国有地と一体で判断して国有地の維持管理、売却等に支障がない不動産については寄附を

受けることとしてはどうか。

検討の方向性

（６）国有地に隣接する土地

国有地に隣接すること

国有地と一体で判断
（プラス）
国有地の資産価値増

（マイナス）
国有地の維持管理、売却等に支障

○寄附の要件のイメージ（国有地に隣接する土地）
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１－３ 寄附の可否の判定プロセスについての検討の方向性

○ 寄附を受ける場合の基本的要件については、財務局等において現地確認などを行い、財産の

個別的な事情も考慮し、総合的に判断するとともに、寄附の可否の判断について統一性を持たせるた

め、当面は本省において審査を行う必要があるのではないか。

○ 更に、可否の判定が公平・公正に行われたことを示し、プロセスの透明性を確保するため、

寄附を受けた不動産について、所在地、寄附を受けた理由等について、国有財産地方審議会に報

告するとともに、財務局のホームページにおいて公表してはどうか。

○ なお、普通財産の寄附を受けるにあたっては、問い合わせだけでも相当な件数が予想され

ることから、円滑な業務の遂行を可能とするため体制整備も必要と考えられる。

検討の方向性



２．相続人不存在の場合における清算後の

残余財産の国庫帰属について
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２－１ 相続人不存在により国庫帰属となる可能性のある財産の寄附についての現状
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民法第959条

相続人が存在する場合

利害関係人等から

申立がない場合

相続人が所有・管理

相続財産管理人が選任されないため、放置される 所有者不明土地となる可能性

利害関係人等から

申立がある場合
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人
不
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○ 相続人が不存在の場合、利害関係人等からの申立に基づき、裁判所が選任する相続財産管理人

が相続財産を管理し、一定の手続きを経た後、金銭や不動産などの残余財産は国庫に帰属する。

（民法第５編第６章（相続人の不存在））

現状
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（参考）民法（抄）

相続人の不存在
（相続財産法人の成立）
第９５１条 相続人のあることが明らかでないときは、相続財産は、法人とする。

（相続財産の管理人の選任）
第９５２条 前条の場合には、家庭裁判所は、利害関係人又は検察官の請求によって、相続財産の管理人を選任し

なければならない。
２ 前項の規定により相続財産の管理人を選任したときは、家庭裁判所は、遅滞なくこれを公告しなければならない。

第９５３条 （不在者の財産の管理人に関する規定の準用） 【略】
第９５４条 （相続財産の管理人の報告） 【略】
第９５５条 （相続財産法人の不成立） 【略】
第９５６条 （相続財産の管理人の代理権の消滅） 【略】
第９５７条 （相続債権者及び受遺者に対する弁済） 【略】
第９５８条 （相続人の捜索の公告） 【略】
第９５８条の２ （権利を主張する者がない場合） 【略】

（特別縁故者に対する相続財産の分与）
第９５８条の３ 前条の場合において、相当と認めるときは、家庭裁判所は、被相続人と生計を同じくしていた者、被

相続人の療養看護に努めた者その他被相続人と特別の縁故があった者の請求によって、これらの者に、清算後
残存すべき相続財産の全部又は一部を与えることができる。

２ 前項の請求は、第９５８条の期間の満了後三箇月以内にしなければならない。

（残余財産の国庫への帰属）
第９５９条 前条の規定により処分されなかった相続財産は、国庫に帰属する。この場合においては、第９５６条第２項

の規定を準用する。

２－１ 相続人不存在による国庫帰属に関する民法上の規定
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２－１ 将来的に相続人不存在により国庫帰属となる可能性のある財産の寄附についての課題

○ 相続人が不存在であっても利害関係人等からの申出がなければ相続財産管理制度の手続きは始

まらない。相続人不存在により国庫帰属となる可能性がある不動産が、申出がないまま放置され、所

有者不明になってしまうことが懸念される。（国は、最終的に国庫に帰属することとされた不動産を引き

受ける立場であるが、基本的には利害関係人には該当しないことから、申出を行うことはできない。）

○ 相続人がいない者が、所有する不動産が死後に所有者不明にならないように、国に寄附（１．で検

討したもの）しようとする場合、遊休不動産を寄附することはできるが、自宅など現に使用している不

動産を存命中に寄附することはできない。

○ こうした現状を踏まえ、相続人がいない者が死亡した際に、国が財産を受け取ることが可能となる仕

組みを設けることはできないか。このような仕組みの検討にあたっては、次のような点に留意すべきで

はないか。

・相続人がいないこと、他に保有する財産がないことをどのように確認するか。（なお、相続財産管理

制度においては、相続財産を清算・消滅させるにあたって、権利者がいる場合にその権利を侵害し

ないよう、民法の規定に基づき、相続人が不存在であることの確認や財産の探索などの手続きが行

われる。）

・相続人がいないことが、現在及び将来に渡って必要なことから、一定以上の年齢の者を対象とする

必要があるのではないか。

・モラルハザードの観点から要件を設ける必要があるのではないか。

課題
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２－１ 将来的に相続人不存在により国庫帰属となる可能性のある財産の寄附についての検討の方向性

○ 相続人がいない者が死亡した際に国が財産を受け取ることが可能となる仕組みとして、死因贈与契

約等により不動産の遺贈を受けることが考えられる。
（参考）民法第554条（死因贈与）贈与者の死亡によって効力を生ずる贈与については、その性質に反しな

い限り、遺贈に関する規定を準用する。

○ 死因贈与契約を締結することで、国は利害関係人として相続財産管理人の選任申立を行うことが

可能となるため、相続財産管理制度に基づき国庫帰属までの手続きを進めることができる。選任申

立には予納金の支払いが必要となるため一定のコスト負担が生じるものの、国がこうした措置をとれ

ば所有者不明土地の未然防止の一助となるとともに、国として将来的に国庫帰属する可能性のある

財産を把握できるというメリットもある。

○ 対象とする者の年齢については、相続人が新たに生じるなど状況の変化が少ないことが望ましい。

一般的に平均寿命をライフイベントを考える目安とする人は多いと思慮されることを踏まえ、80歳以上

とすることが考えられる。

（参考）平均寿命 男性： 81.09 年、女性： 87.26 年（平成29年簡易生命表）

○ 死因贈与契約時には、戸籍等から相続人がいないことを確認するほか、国が債務を負担することに

ならないよう、不動産以外の資産の状況や債務の有無などについて確認する必要がある。

また、モラルハザード防止の観点から、契約時に財産の適切な管理が行われていることを要件とす

るとともに、契約後、贈与の効果が生じるまでの間に適切な管理が行われない場合には、契約解除を

可能とする特約を設けるなどの対策を講じる必要がある。

検討の方向性
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２－２ 国庫帰属の現状把握に向けた対応についての現状

○ 相続人不存在の財産は、利害関係人等からの申立に基づき、民法に規定の一定の手続を経て、

なお残余財産がある場合には、その財産の良し悪しに関係なく国庫に帰属することとなる。

○ 国は財産の良し悪しに関係なく残余財産を引継いでいるものの、中には次のような経緯の事案も見

受けられている。

① 解体が必要な危険建物

Ａ死亡時に相続財産には建物や複数の土地がある中、解体が必要な危険建物のみを配偶者Ｂ（

高齢者）に相続させ、今度はＢが亡くなった時にその相続人Ｃが当該建物を相続放棄したもの。相続

人不存在として不要な財産のみを国庫に帰属させる意図を持った遺産分割と推測されるような事案

（注）遺産分割時の意図等を国において立証することは困難なことから引継ぎに向けた手続きが行われる予定。

② 産業廃棄物が不法投棄された土地

相続放棄をしたにも関わらず、その後に放棄した財産に産業廃棄物を不法投棄し、相続の単純承

認があったと推測され、相続放棄の無効が争われるような事案

（注）相続財産管理人において今後の対応を検討中。

現状
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２－２ 国庫帰属の現状把握に向けた対応についての課題と検討の方向性

○ 今後、大量相続発生時代を迎え、相続放棄などにより相続人不存在となる状況が増えることが予想

される中、国有財産を管理する立場から、これまで以上に国庫帰属の状況を把握する必要があるので

はないか。

課題

○ 国庫帰属にあたっては国有財産を管理する立場から、権利の濫用とも考えられる事案が生じた場合

などにおいて、必要に応じ、相続財産管理人等に、事案の経緯、国庫帰属財産となることに問題がな

いこと、財産の現況などについて十分な説明を求めるなどの対応を積極的に行うこととしてはどうか。

検討の方向性

その結果、問題や疑義があるようであれば法務局等の関係機関と相談し、相続財産管理人等に必

要な対応を求めることとなる。



３．管理コスト削減の方策について
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３ 管理コスト削減の方策について
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○ 国有地の中には、入札にかけても売却できない売残財産や、崖地や山林などを含む利用困難

財産があり、そういった財産の件数は、近年、趨勢的に増加傾向がみられる。

○ その上で、今後、引き取り手のない不動産の国庫帰属等により、財産的価値が乏しい不動産の

ストックが増加し、管理に多額の費用を要する財産や売却が困難な財産の増加も見込まれる。

○ このため、国有地の管理コストの低減に向けて、これまで以上に国として保有する必要のない財

産の売却促進に取り組むとともに、保有中の財産についても、貸付け等を通じた管理コストの低減

を図っていく必要がある。

具体的には、

・売却促進の観点から

①売却のための情報発信・買い手の探索

②売残財産の価格見直し

・ 貸付け等を通じた管理コスト削減の観点から

③一時貸付け等の暫定活用の推進

④管理委託の活用促進

について、更なる取組の検討を行い、これまで以上に管理コストの低減や財政収入の確保に努める

必要があると考えている。



３－１ 国有地の売却のための情報発信・買い手探索の現状
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○ 国有地を一般競争入札により売却する場合には、入札参加者を募るための情報発信を行った上

で、最低売却価格を公表して行う期間入札を実施している。

その上で入札が不調となった財産については、一定期間、先着順で随意契約により購入できる

機会を設けるが、それでも売却ができなかった場合には、期間をおいて再度入札を実施している。

○ 国有地の売却を促進するための情報発信としては、

・財務局のホームページに、入札予定物件や公的取得等要望を受け付ける物件に関する所在地、

数量、都市計画上の制限、図面等の財産情報のほか、入札結果や売却結果の情報を掲載し、定

期的に更新

・「国有財産物件情報メールマガジン」配信サービスにより、財務局ホームページに掲載の財産情

報や売却結果等に関する更新情報を電子メールによりタイムリーかつスピーディーに発信

・新聞公告や折込チラシを利用した入札対象財産の公告

による情報提供等を実施し、国有財産の情報について広く周知する取組を行ってきたところ。

○ また、上記に加えて、地方公共団体への情報提供を行うとともに、一部の財務局では、地域の

宅建業協会、過去に契約実績のある個人事業者に対する入札案内書等の持込みも実施している。

現状の取扱い



３－１ 国有地の売却のための情報発信に関する取組の例
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◆配信情報
・一般競争入札情報、開札結果
・公用・公共用の取得等要望の受付情報
・一時貸付けの募集
・事業用定期借地による貸付募集
・その他国有地に関する重要なお知らせ
（架空話に対する注意喚起等）

財務局
ご登録者

国有財産物件情報メールマガジン 財務局ホームページへの情報掲載

新聞広告・折込チラシによる入札物件の公告
≪折込チラシ≫≪新聞広告（イメージ）≫



３－１ 国有地の売却のための情報発信・買い手探索における課題
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○ 売残財産のストックが増加傾向にある中、国有地の売却を促進していくためには、従来の幅広い情

報発信手法だけではなく、これまで以上に個別具体的に買い手を発掘するような取組が必要ではない

か。

課題

34,401

22,573 22,776
27,533 23,838

958 956 1,000

1,179
1,107

0

500

1,000

1,500

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H25 H26 H27 H28 H29

台帳価格 件数

（百万円） （件）

（注） 「売残財産」とは、未利用国有地の売却に関する一般競争入札を実施したものの、不調等により成約に至らなかった財産をいう。

【売残財産のストックの推移】



３－１ 国有地の売却のための情報発信・買い手探索における検討の方向性
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○ 個別具体的な買い手を探索する取組として、売却予定国有地の近隣の事業者などであれば、

購入が期待できると考えられるため、まずは、入札の実施にあたって、そのような近隣者に対し、当

該財産の情報提供を行うといった自助努力をこれまで以上に積極的に行っていくべきではないか。

○ また、そういった自助努力によっても、落札されなかった国有地については、先着順の随意契約

で売却することとなるが、より積極的に契約相手方を見つけるために、仲介会社を活用（仲介会社

から紹介された買い手と成約に至るのであれば、仲介会社に手数料を支払う）した売却促進にも

取り組むべきではないか。

（注１）平成7年以降、不調物件等を対象に指定流通機構（レインズ）を活用した媒介による売却を実施していたが

当該媒介の活用には、媒介手数料以外にもレインズへの物件登録料が必要であったことや、財務局ホームペ

ージによる情報提供手段の充実等に伴い、費用対効果の面で媒介を活用するメリットが低下したと考えられ

たことから平成23年で制度を廃止。

（注２）不動産の売買等に係る媒介契約の手数料は、以下の割合を上限とすることが国土交通省の告示で定めら

れている。

検討の方向性

取引金額 割合

２００万円以下の金額 ５．４％

２００万円を超え４００万円以下の金額 ４．３２％

４００万円を超える金額 ３．２４％

【例】 取引金額600万円の場合の上限手数料

0 - 200 万円 10.8万円 （200万円×5.4%）

200 – 400 万円 8.64万円 （200万円×4.32%）

400 – 600 万円 6.48万円 （200万円×3.24%）

上限手数料 25.92万円



３－１ 情報発信・買い手探索の取組のイメージ
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従来の手法（ホームページ、公告等）で
接触可能な買主候補

国有地の購入ニーズの強弱を問わない従来の幅広い情報発信手法に加え、近隣持込み、仲介会社の活

用といった手段による個別的なアプローチも組み合わせることで、購入ニーズが高いにも関わらず、情報に接

触できていない者（例えば、可能性として隣地の住人・近隣事業者）の発見に努める。

強 不動産購入ニーズ 弱

価

格

低

高

仲介会社活用により
接触可能な買主候補

近隣持込により
接触可能な
買主候補

※ 情報への接触可能性の高低を色の濃淡でイメージとしてあらわしたもの



３－１ 仲介会社の活用のイメージ
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国（財務局）

仲介会社

買主
候補

仲介会社

③
売
買
契
約
締
結

①媒介契約、
業務委託契約等

①媒介契約、
業務委託契約等

買主
候補

買主
候補

②物件の紹介

買主
候補

買主
候補

買主
候補

②物件の紹介

○ 一般競争入札に付して落札されなかった売残財産については、会計法令上、入札不調後、随意契約によ

ることができるとされている。

○ その際、仲介会社を活用することで、従来の幅広い情報発信手法や近隣持込活動では接触できなかった

買主候補へのアプローチが可能となることから、買い手が見つかる可能性をより高めることができる。



３－２ 売残財産の売却価格の現状

28

○ 一般競争入札による国有地の売却については、最低売却価格を公表した期間入札を実施し、

その上で不調となった財産については、一定期間価格を市場にさらすとともに、再度入札を行って

いる。その際、時点修正等による評価替えを行うとともに、相当な期間が経過している場合等には

改めて鑑定評価を徴している。

○ 一般競争入札による売却については、２９年度の落札率が３７．９％、成約率が４６．５％。

現状の取扱い

3,425 
3,240 

2,715 

1,353 

1,801 
1,501 

1,265 1,322 1,341 1,238 23.1%
26.5% 26.3% 29.6%

33.1%
36.1% 37.6%

39.1%

54.0%

37.9%30.2%
34.9%

34.7% 35.4%
42.9% 43.4% 42.8%

47.9%

60.9%

46.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000
≪一般競争入札における落札率・成約率の推移≫

入札実施件数 落札率 成約率

（注） 「落札率（％）」＝落札件数／入札実施件数、 「成約率（％）」＝（落札件数+先着順受付での成約件数）／入札実施件数



３－２ 売残財産の売却価格における課題と検討の方向性
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○ 不動産鑑定士への依頼にあたっては、当該財産の入札不調や買受要望がなかった実績を需給

情報として伝えることとし、当該需給情報や周辺環境の変化等の正確な情報・資料を提供した上で

鑑定評価を実施することが重要ではないか。（ただし、鑑定評価に際して、クライアント・

プレッシャーにあたる行為は当然にできない。）

〇 また、対象財産の価格形成要因が大きく変化した場合には再鑑定等を行うとともに、地価等に急

激な変化が生じた場合の再鑑定の実施の目安を示すこととして、売却価格の適切性・客観性を確

保すべきではないか。

例えば、周辺公的評価の地価が前年度比±10％である場合や、±5％が2年連続した場合には、

再鑑定評価の必要性を検討するなどとしてはどうか。

（参考）国土交通省 不動産鑑定評価基準（抄）
第６章 第１節 Ⅱ ２．対象不動産に係る市場の特性

地域分析における対象不動産に係る市場の特性の把握に当たっては、同一需給圏における市場参加者がどのような属性を
有しており、どのような観点から不動産の利用形態を選択し、価格形成要因についての判断を行っているかを的確に把握するこ
とが重要である。あわせて同一需給圏における市場の需給動向を的確に把握する必要がある。（略）

検討の方向性

〇 一般競争入札による売却については、長期間に渡り落札率は低水準で推移しており、また入札実

施の結果、応札が無く不調となる原因としては、最低売却価格と需要者の購入可能・希望額とのミス

マッチの可能性があり、市場の需給の状況を反映した鑑定評価を、適切なタイミングで実施すること

が重要ではないか。

課題



３－２ 地方主要４都市における地価の変動 (商業地/地価調査)
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比較的変動幅が大きいと考えられる商業地の地価について、主要な地方４都市における推移を見た場

合、２０００年代初頭の連続的な下落や、リーマンショック前後の激しい変動、近年の景気拡大局面に

おける上昇において、複数年連続での±５％を超える変動や、単年で１０％以上の変動がみられる。

-20.0
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※出所：「都道府県地価調査（国土交通省）」
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３－３ 一時貸付け等の暫定利用の現状
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○ 管理コストを低減しつつ、財政収入の確保を図る観点から、一時的に暫定活用が可能な財産な

どについて、貸付期間３年を限度とした一時貸付けを実施するとともに、売残り財産などの売却困

難財産について３年を超える貸付要望があった場合には、国有財産法に基づき３０年を限度に事

業用定期借地権による貸付け又は建物所有以外の使用目的である場合に限り貸付けを行ってい

る。また、返還財産（※）についても一時貸付けを行い暫定活用を図っている。

○ 一時貸付け等が可能な財産の情報発信として、所在地や面積など財産の基本的な情報をホー

ムページへ掲載し周知している。

（※）「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約」により、在日米軍に提供しているいわゆる提

供財産で、日米合同委員会、又は日米安全保障協議委員会による合意の下、在日米軍から日本政府に返還さ

れた財産を「返還財産」と称している。

現状の取扱い

【一時貸付けの実施件数と貸付料】

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

件数（件） ４１４ ４１６ ３４１

貸付料（億円） ３．６ ７．５ ３．５

【主な利用用途】

✔ 臨時駐車場 ✔ 資材置き場

※３年を超える貸付けは２６年度に２件、２７年度に１件。



３－３ 一時貸付け等の暫定利用の推進に向けた課題と検討の方向性
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○ 一時貸付け等の暫定活用については、現状では主な利用が臨時駐車場や資材置き場に限られ、

貸付期間も３年を超える実績がほとんどないが、用途並びに貸付期間ともに柔軟に対応ができるこ

とを積極的に周知することで、潜在的な借り手を発掘できるのではないか。

○ 留保財産（※）となった財産についても、地域の利用計画のタイムスケジュールとの関係などから

当面の利用が見込まれない場合に対して、３年を超えた暫定活用が必要となる場合があるのでは

ないか。また、返還財産についても、地方公共団体の利用計画策定後その利用計画が実現する

までの間など、留保財産と同様、３年を超えた暫定活用が必要となる場合があるのではないか。

（※）有用性が高く希少な土地について、国において所有権を留保する必要があると認められる財産。

課題

○ 更なる暫定活用の推進のために、売却促進の方策と同様に借り手の発掘に努めるべきではない

か。ただし、貸付けに当たっては、借地権が付着しないよう堅固な構造物の建築・設置がないことや

撤去が容易であることに留意するべきではないか。

○ また、留保財産や返還財産についても、要望に応じて、暫定的な活用として、建物所有以外の使

用目的である場合に限り、３年を超える貸付けを可能としてよいのではないか。

検討の方向性



３－３ 一時貸付け等の暫定利用の推進に向けて想定される利用用途の例
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利用用途 想定貸付年数 特徴・留意点

駐車場
（時間貸し・月極）

６ヶ月以上
・貸付面積は数十坪以上
・貸付期間は柔軟
・数ヶ月前の解約予告で明渡しが可能

マンションギャラリー 数ヶ月～１年程度

・貸付面積は数十坪以上
・利用期限が明確でプレハブ形式であれば
撤去も容易
・近隣に分譲マンション計画があれば可能
性あり

各種イベント用地 １週間～数ヶ月程度

・イベント内容によって大規模なものもあり
・利用期間が明確であり明渡しに係る懸念
が少ない
・合致するイベントニーズがあるか

資材・車両置き場 数ヶ月～数年程度
・貸付面積は100坪～大規模まで幅広い
・構築物がないことが多く明渡しに係る懸
念が少ない



３－４ 管理委託の活用の現状
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○ 国有財産法に基づき、国有財産の有効活用を図るため、一定の要件の下、委託先における暫定

的な活用を認めつつ、委託相手に管理コストを負担してもらう管理委託の実施が可能とされていると

ころ。

○ 管理委託を行う上での具体的な要件としては、児童の遊び場や緊急時の避難場所といったオー

プンスペース等の用途に活用するなど地域福祉の向上に資する場合や、文化的価値を保存する必

要があるなど財産の状況から管理を委託することが適当と考えられる場合において、地方公共団体

や、管理義務を遂行する資力信用に厚く財務局長が認めるものに対し、原則２年間（更新可能）の

管理委託が可能。

○ 他方で、実際の運用上、管理委託が行われている国有地は、平成２９年度末で４７２件であるが、

堂宇・祠などの存置を理由に町内会に管理委託しているもの（※）を除くと、ほぼ全てが地方公共団

体が委託先となっており、また、管理委託の対象となる国有地についても、入札による処分を予定し

ているものについては、その対象としていないところ。

（※）過去に境内地として寺院等に無償貸付していた国有地のうち堂宇や祠などが現存しているものは、

町内会等に対する管理委託も可能としているところ。

現状の取扱い
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３－４ 管理委託による利用事例

○所在地：愛知県瀬戸市
○数 量：197.65㎡
○管理委託相手方：瀬戸市
○接道が悪く処分に至っていない財産

周辺住民からの要望があり、市が児童の遊び場として
管理委託

児
童
の
遊
び
場

○所在地：岡山県総社市
○数 量：287.22㎡
○管理委託相手方：総社市
○昭和59年6月に市指定重要文化財に指定された財産
文化的価値の保存を目的に市に管理委託

市
指
定
文
化
財

○所在地：神奈川県相模原市中央区
○数 量：約16ha
○管理委託相手方：相模原市
○昭和49年11月に米軍から返還された「キャンプ淵野辺」

跡地のうち処理を留保していた財産
市に処分等するまで管理委託

返
還
財
産
留
保
地
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○ 町内会など、地方公共団体以外において管理委託の活用が行われていないため、運用の改善が

必要ではないか。

○ また、現状、管理委託の対象としていない入札予定財産の中には、複数回入札に付しても売却に

至らない財産も含まれており、管理委託を通じた管理コスト低減の機会を逃してはいないか。

課題

３－４ 管理委託の活用における課題と検討の方向性

○ 管理委託については、利用にあたり原状回復に多大な費用を要する利用は認めていないところで

あり、適切な管理義務を遂行できるものと認められれば、資力を問わず、町内会などの公共性が高

い団体に対して管理委託ができるようにすべきではないか。併せて、管理委託の活用促進のため、

地方公共団体のみならず、町内会ともコミュニケーションを図り、地域のニーズを汲み上げるよう努め

るべきではないか。

○ また、入札予定財産の中に含まれる複数回入札に付しても売却に至らない財産や留保財産につ

いても、管理受託の要望があり、地域福祉の向上やコスト低減に資するのであれば、管理委託がで

きることとしてはどうか。

検討の方向性
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